
平成 27 年６月５日 
 

株 主 各 位 
 
 
 

第 71回定時株主総会招集ご通知に際しての 

インターネット開示事項 

 

 

当社の第 71 回定時株主総会招集通知に際して提供すべき書類の 

うち、以下の事項につきましては、法令および当社定款第 15 条の 

規定に基づき、インターネット上の当社のウェブサイト 

(http://www.jobankaihatsu.co.jp)に掲載することにより、株主 

の皆様に提供しております。 
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

　　連結子会社の状況

連結子会社の数　　　　　　　４社

連結子会社の名称　　　　　　株式会社ジェイ・ケイ・リアルタイム

地質基礎工業株式会社

株式会社茨城サービスエンジニアリング

株式会社常磐エンジニアリング

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算期と一致しております。

(3) 会計処理基準に関する事項

①　資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの……………決算日の市場価格等に基づく時価法

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定しております。

時価のないもの……………移動平均法による原価法

棚卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産………………個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によってお

ります。

未成工事支出金……………個別法による原価法

②　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産………………

（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）

については定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物・構築物　　　　　　　　　 2～50年

機械・運搬具・工具器具・備品　 2～20年

無形固定資産………………定額法

（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間(5年)に

基づく定額法によっております。

リース資産…………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。

なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前のリース物件の所有権が

借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

③　引当金の計上基準

貸倒引当金………………………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上

しております。

賞与引当金………………………従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上してお

ります。

完成工事補償引当金……………完成工事高に関する瑕疵担保に備えるため、過去の補修実績に将来の補修見

込を加味して計上しております。

工事損失引当金…………………期末繰越工事のうち将来の損失発生が見込まれ、その損失が合理的に見積も

ることができる場合に、その損失見込額を計上しております。
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④　退職給付に係る会計処理の方法

退職給付見込額の期間帰属方法

…………退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期

間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

…………過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（主として10年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による定率法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

小規模企業等における簡便法の採用

…………連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に

係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用

しております。

⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項

収益及び費用の計上基準………(ⅰ)完成工事高の計上

当連結会計年度末までの進捗部分について、成果の確実性が認められる工事

については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の

工事については工事完成基準を適用しています。

(ⅱ)ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース取引開始日に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

消費税等の会計処理……………税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の

期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、従業員の

残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映

した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当連結会

計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しており

ます。

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が21,739千円増加し、利益剰余金が21,739千円減少し

ております。また、当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

なお、当連結会計年度の１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額に与える影響は軽微であります。
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３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

　担保に供している資産

建物 10,604千円

土地 183,154千円

投資有価証券 613,325千円

計 807,084千円

　担保に係る債務

短期借入金 1,176,000千円

１年以内返済予定の長期借入金 212,970千円

長期借入金 197,630千円

計 1,586,600千円

　なお、上記のほか、当社が出資しているＰＦＩ事業の運営会社の、銀行団からの協調融資額（6,681,506千

円）に、担保提供している資産が次のとおりであります。

　担保に供している資産

投資有価証券 2,500千円

(2）土地の再評価

　当社は土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める｢地価税法第

16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表し

た方法により算定した価額」に合理的な調整を行って算定しております。

再評価を行った年月日…………………………平成14年3月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

………………………………97,429千円

(3）未成工事支出金及び工事損失引当金

　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示して

おります。

　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額

………………………………5,685千円

４．連結損益計算書に関する注記

(1) 工事進行基準による完成工事高 10,462,444千円

(2) 完成工事原価に含まれる工事損失引当金繰入額 110,240千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 7,850,000株

(2) 配当に関する事項

　①　配当金支払額

決議 平成26年6月27日 定時株主総会

株式の種類 普通株式

配当金の総額 78,470千円

1株当たり配当額 10円

基準日 平成26年3月31日

効力発生日 平成26年6月30日
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②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　平成27年6月24日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しており

ます。なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

配当金の総額 117,698千円

１株当たり配当額 15円

基準日 平成27年3月31日

効力発生日 平成27年6月25日

６．金融商品に関する注記

　(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等を中心に行っており、資金調達は銀行借入によってお

ります。デリバティブ取引は行っておりません。

②　金融商品の内容及びそのリスクならびに管理体制

　営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関

しては、取引先ごとの期日管理、残高管理を行うとともに、特定債権は、定例部門長会議において報告、管理

されております。投資有価証券は主として株式であり、市場価格等の価格変動リスクに晒されておりますが、

主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価及び発行体の財務状況等を経営会議に

報告しております。借入金は、主に営業取引に係る資金調達であり、変動金利の借入金は金利の変動リスクに

晒されております。このうち長期のものについては、固定金利にして金利の変動リスクを回避するようにして

おります。また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、月次に資金計画表を作成し、管

理しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

　　　まれております。

　(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（(注)２．参照）。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

　①現金預金 1,743,761 1,743,761 －

　②受取手形・完成工事未収入金等(*1) 6,253,496 6,253,496 －
　③投資有価証券
　　　　その他有価証券 1,440,177 1,440,177 －
　資産計 9,437,436 9,437,436 －

　①支払手形・工事未払金等 3,642,471 3,642,471 －

　②短期借入金 1,276,000 1,276,000 －

　③長期借入金(*2) 456,509 456,503 △4

　負債計 5,374,980 5,374,975 △4

(*1)受取手形・完成工事未収入金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(*2)長期借入金には、１年以内返済予定額が252,926千円含まれております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　　資　産

　　①現金預金、ならびに②受取手形・完成工事未収入金等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

③投資有価証券

　投資有価証券の時価は期末日における取引所の価格によっております。

　　負　債

　　①支払手形・工事未払金等、ならびに②短期借入金

　これらについては、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿

価額によっております。

　　③長期借入金

　長期借入金の時価については、期末における元利金の合計額を同様の新規の借入を行った場合に想定され

る利率で割引いた現在価値によっております。

　　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額（千円）

非 上 場 株 式 35,468

　これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず時価を把握するこ

とが困難とみとめられるため「③投資有価証券」には含めておりません。

７．賃貸等不動産に関する注記

　当社及び一部の連結子会社では、福島県及び茨城県において、賃貸用の土地及び建物を有しております。当連

結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は3,577千円（賃貸収益は売上高、営業外収益に、主な賃

貸費用は売上原価、一般管理費に計上）、減損損失は17,671千円（特別損失に計上）であります。また、当該賃

貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

（千円）当連結会計年度期首残高
（千円）

当連結会計年度増減額
（千円）

当連結会計年度末残高
（千円）

554,556 △18,219 536,336 541,808

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

　　２．当連結会計年度増減額の減少額は、減損損失17,671千円、減価償却費547千円であります。

　　３．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等

を用いて調整を行ったものを含む）であります。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 592円15銭

(2) １株当たり当期純利益 108円46銭
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

　　子会社及び関連会社の株式……移動平均法による原価法

　　その他有価証券

　　　　　　時価のあるもの…………期末日の市場価格等に基づく時価法

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定しております。

　　　　　　時価のないもの…………移動平均法による原価法

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産……………………個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によってお

ります。

未成工事支出金…………………個別法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産……………………

（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）

については定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　2～47年

構築物　　　　　　　　3～50年

機械装置　　　　　　　3～17年

車両運搬具　　　　　　2～ 7年

工具器具・備品　　　　2～20年

②　無形固定資産……………………定額法

（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

③　リース資産………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。

なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前のリース物件の所有権が

借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金………………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金………………………従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上してお

ります。

③　完成工事補償引当金……………完成工事に関する瑕疵担保に備えるため、過去の補償実績に将来の補修見込

を加味して計上しております。

④　工事損失引当金…………………期末繰越工事のうち将来の損失発生が見込まれ、その損失が合理的に見積も

ることができる場合に、その損失見込額を計上しております。

⑤　退職給付引当金…………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しております。なお、数理計算上の差異は、そ

の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定率法により、翌期から費用処理することとしております。過去勤務費用

は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により費用処理しております。
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(4) 収益及び費用の計上基準…………(ⅰ)完成工事高の計上

当事業年度末までの進捗部分について、成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事

については工事完成基準を適用しています。

(ⅱ)ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース取引開始日に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る会計処理……………退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額

の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異な

っております。

消費税の会計処理……………………税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間

帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、従業員の残存

勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した

単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当事業年

度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しておりま

す。

この結果、当事業年度の期首の退職給付に係る負債が21,739千円増加し、利益剰余金が21,739千円減少してお

ります。また、当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

なお、当事業年度の１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額に与える影響は軽微であります。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

投資有価証券 610,370千円

②　担保に係る債務

短期借入金 950,000千円

1年以内返済予定の長期借入金 183,330千円

長期借入金 123,630千円

計 1,256,960千円

　なお、上記のほか、当社が出資しているＰＦＩ事業の運営会社の、銀行団からの協調融資額（6,681,506千

円）に、担保提供している資産が次のとおりであります。

　担保に供している資産

投資有価証券 2,500千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 724,398千円

(3) 保証債務

下記の会社の銀行借入金に対して保証を行っております。

㈱茨城サービスエンジニアリング 50,000千円

㈱常磐エンジニアリング 62,617千円

 　　　計 112,617千円
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(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 79,383千円

短期金銭債務 76,126千円

(5) 土地の再評価

　当社は土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める｢地価税法第16

条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方

法により算定した価額｣に合理的な調整を行って算定しております。

再評価を行った年月日　　 ……………………………平成14年３月31日

再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

…………………………………97,429千円

(6) 未成工事支出金及び工事損失引当金

　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示してお

ります。

　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額

…………………………………5,685千円

４．損益計算書に関する注記

（1）工事進行基準による完成工事高 7,789,451千円

（2）関係会社との取引高

売上高 18,738千円

仕入高 194,907千円

営業取引以外の取引高 83,879千円

（3）完成工事原価に含まれる工事損失引当金繰入額 110,240千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 2,937株 512株 －株 3,449株

　　(注)自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。
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６．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　繰延税金資産

賞与引当金 80,390千円

土地 51,523千円

建物 4,724千円

 　　退職給付引当金 1,637千円

　　 長期未払金 7,219千円

　　投資有価証券 136,327千円

　　販売用不動産 29,894千円

 　　その他 107,265千円

 　　繰延税金資産小計 418,982千円

 　　評価性引当額 △291,592千円

繰延税金資産合計 127,389千円

　　繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △60,619千円

 特別償却準備金 △7,034千円

 土地再評価に係る繰延税金負債 △92,476千円

 繰延税金負債合計 △160,130千円

 繰延税金負債純額 △32,741千円

(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年3月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の

引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効

税率は従来の35.4％から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については、32.8％、

平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.1％となります。

  この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は、9,398千円減少し、法

人税等調整額が9,398千円増加しております。

　また、再評価に係る繰延税金負債は、9,506千円減少し、土地再評価差額金が同額増加しております。

７．リースにより使用する固定資産に関する注記

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得原価相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取 得 原 価 相 当 額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額

工 具 器 具 ・ 備 品 50,000千円 47,499千円 2,500千円

合 計 50,000千円 47,499千円 2,500千円

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 2,760千円

１年超 －千円

合計 2,760千円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 5,556千円

減価償却費相当額 4,999千円

支払利息相当額 121千円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額総額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。
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８．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の名称
又 は 氏 名

住所
資本金又は
出 資 金
（千円）

事 業 の
内 容

議決権等の
所有（被所
有 ） 割 合

（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役 員 の
兼 任 等
（人）

事 業 上
の 関 係

法人主要
株 主

常磐興産㈱
福島県
いわき市

2,141,000

観 光 事
業 、 燃
料・建材
等の卸売
業他

6.67

(12.74)
2

観光施設
等建設工
事請負他

建設工事の請
負他(注2)

576,164

受取手形 202,122

完成工事
未収入金

63,397

売 掛 金 1,362

建設工事の材
料仕入(注2)

479,346

支払手形 96,063

工事未払金 5,797

未 払 金 40,733

取引条件及び取引条件の決定方針

(注1)上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

(注2)取引金額については、一般取引条件を勘案して同様に決定しております。

(2) 子会社及び関連会社等

属性
会社等の名称
又 は 氏 名

住所
資本金又は
出 資 金
（千円）

事 業 の
内 容

議決権等の
所有（被所
有 ） 割 合

（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役 員 の
兼 任 等
（人）

事 業 上
の 関 係

子 会 社
㈱常磐エンジ
ニ ア リ ン グ

福島県
いわき市

20,000

機械器具
設置・運
搬設備工
事関連事
業

98.00 2
建設工事
の受発注
等の取引

銀行借入金に
対する連帯保
証(注2)

62,617 － －

建設工事の請
負他(注3)

7,128

受取手形 1,598

完成工事
未収入金

95

建設工事の発
注(注3)

9,229 工事未払金 3,742

子 会 社
㈱茨城サー
ビスエンジ
ニアリング

茨城県
北茨城市

20,000

土木・建
築・電気
通信工事
関連事業

98.00 2
建設工事
の受発注
等の取引

銀行借入金に
対する連帯保
証(注2)

50,000 － －

資金の貸付け 70,000

短期貸付金 60,000

長期貸付金 10,000

建設工事の請
負他(注3)

1,592 売 掛 金 1,188

子 会 社
㈱ジェイ・
ケイ・リア
ル タ イ ム

福島県
いわき市

30,000

電気設備
工事・警
備保障・
住宅関連
事業

98.00 2
建設工事
の受発注
等の取引

建設工事の請
負他(注3)

9,116

売 掛 金 1,811

完成工事
未収入金

4,320

建設工事の発
注(注3)

157,540

支払手形 14,676

工事未払金 41,799

未 払 金 4,938

取引条件及び取引条件の決定方針

(注1)上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

(注2)銀行借入金に対する連帯保証であり、当該子会社よりの受取保証料はありません。

(注3)取引金額については、一般取引条件を勘案して同様に決定しております。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 428円59銭

(2) １株当たり当期純利益 83円02銭
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